
無断複製・転載禁止 日本自然エネルギー株式会社 

GreenPower マーク利用規約（Green Pokke用） 
 
本利用規約（以下、「本規約」といいます。）は、日本自然エネルギー株式会社（以下、「当社」といいます。）

が運営するGreen Pokkeを通じてグリーン電力証書をご購入いただいたお客さまがGreenPowerマーク

（以下、「マーク」といいます。）を利用する際の条件について定めています。なお、本規約の用語の定義およ

び本規約に定めのない事項、特段の定めがない限りGreen Pokke 利用規約が本規約に優先するものとします。 
 

（目的） 
第１条 本規約は、お客さまの所有するグリーン電力証書またはその環境改善効果について、マークをもって

グリーン電力の利用による環境貢献、CSR 等のピーアールまたはパンフレット、名刺、その他一般的な印

刷物、製品等に利用いただくことを目的として、マークの使用方法を規定するものとします。 
 
（マークの使用条件） 
第２条 マークは、専用ページから、申請可能期間内にグリーンパワーマークを利用申請していただくことで利用

できます。なお、申請可能期間は、申込み完了書の発行日から 1 年間とします。 
２． マークの画像データは、前項のマーク利用申請完了後にダウンロードが可能となります。なお、ダウンロード可

能期間は、前項に定める申請可能期間と同様となります。 
３． マークの利用期間は、原則 Green Pokke より申込みをした事務所等の利用および企画・運営するイベント

等の利用期間（権利行使期間）中となります。ただし、利用期間中以外の申込みは次の通りとします。 

＜利用期間開始前にグリーン電力証書を申込み＞ 
申込み完了書の発行日から利用期間（権利行使期間）終了の 1 年後まで利用ができます。 

 ※利用可能期間中にダウンロード期間が終了もしくは再ダウンロードが必要になった場合は、当社お問合

せ窓口よりご連絡ください。 

＜利用期間終了後にグリーン電力証書を申込み＞ 
利用期間（権利行使期間）終了後の 1 年間利用ができます。 

 
（マークの使用方法） 
第３条 マークの使用に際して、お客さまには、不当景品類および不当表示防止法その他の関係法令を遵守いた

だくとともに、消費者に環境保全上好ましくない誤解を与えるような表示または表現を避けていただく必要がありま

す。また、事実と反する印象を消費者に与えるような誇大な広告は行わないようにお願いします。いかなる場合に

おいても、マークにより、お客さま、またはその製品、サービスに関して、当社が保証をしているかのような使用は

できません。 
２． マークの使用に際して、お客さまには以下の条件に同意していただきます。 

 （１）使用の公表 
当社は、お客さまの申請内容に基づき、当社のホームページ等でお客さまのマーク使用状況および公表

いたすものとし、お客さまはこれに対し異議を述べないものとします。 
（２）是正措置 

当社は、本規約、Green Pokke 利用規約、一般財団法人日本品質保証機構（以下、「認証機関」といい

ます。）が定める「表現等に関するグリーン電力証書所有者用ガイドライン」（以下、「認証機関ガイドライン」

といいます。）および「GreenPowerマーク使用のガイドライン」（以下、「使用ガイドライン」といいます。）に基づ

き、お客さまのマーク使用方法について是正を求めることができるものとし、当社が書面により合理的な根拠

とともに是正通知をした場合には、お客さまは速やかにこれに従っていただきます。ただし、認証機関ガイド

ラインおよび使用ガイドラインが改定された場合において、当該改定時点で既にお客さまが使用したマーク
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のうち修正が困難なもの（配布済みおよび完成済みのパンフレット等）についてはこの限りではありません。 
 （３）免責 

お客さまによるマークの使用により、お客さままたは第三者に損害が発生した場合、当社は賠償等の一

切の責を負わないものとします。 
３． 第２条第３項に定めるマーク利用期間終了後は、新規にマークを表示することはできません。また、お客さまは 

これ以降直ちに保有するマークの電子データを削除し、使用しないものとします。 
４． 当社は、お客さまが本規約、Green Pokke 利用規約、認証機関ガイドラインおよび使用ガイドラインに違反

し、当社からお客さまに対して書面で当該違反の是正を催告したにも関わらず、１ヶ月以内に当該違反が是正

されない場合、書面でお客さまに通知することにより、お客さまに対するマークの使用許諾を取り消し、かつ、当該

違反行為の是正（違反行為を組成した物の廃棄その他侵害の予防に必要な行為を含みますが、これに限らない

ものとします）を請求することができるものとします。 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上 
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